
議員発議案第４号 
私学助成の拡充・強化を求める意見書 

 
 

 私立学校は、公立学校とともに公教育の一翼を担っており、それぞれの建学の精
神に基づく、個性豊かな活動が展開されており、学校教育の発展・普及や、多様化
するニーズに応じた特色ある教育研究の推進に重要な役割を果たし、質及び量の両
面から我が国の学校教育を支えている。 
 学校で学んでいる児童生徒が社会の中心になって活躍する 21 世紀半ばは、あら
ゆる面において、これまでの日本社会の仕組みの延長線上では対応できない事態に
直面すると想定され、我が国の学校教育は歴史の転換点に立っている。 
 とりわけ、我が国は少子化や人口減少という未曾有の危機に直面しており、昨年
の出生数は 727,277 人で、一昨年より 43,482 人減少し、1899 年に統計を取り始め
て以降、最も少なくなった。合計特殊出生率も 1.20 と過去最低であり、人口減少
を止めるために必要とされる 2.07 には遠く及ばない状況である。 
 令和６年４月に公表された「令和６年・地方自治体『持続可能性』分析レポー
ト」においても、地域の存続や活力に関わる急激な人口減少が懸念されている。 

このような状況下において、我が国が持続可能性をもって発展していくためには、
将来を担う子どもたちの育成が重要であり、学校教育が果たすべき役割はますます
高まっている。 
 また、社会経済活動の円滑化や文化水準の向上が図られるなど、教育は民主主義
社会を支える基盤となっている。さらに、教育の機会均等を通じた所得分配は、過
度の不平等化の防止といった社会的公正の確保も担っている。 
 よって、国においては、私立学校が求められる役割を真に果たすことができるよ
う、教育基本法第８条に規定する「私立学校教育の振興」を名実ともに確立するた
め、現行の私学助成に係る国庫補助制度を堅持し一層の拡充を図るとともに、誰も
が家庭の経済事情に関わらず学ぶことができるための就学支援金制度の拡充・強化
や、私立学校のＩＣＴ化及び私立学校施設の耐震化などの教育環境整備のさらなる
充実を強く要望する。 
 
 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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